
御所市公告第２６号 
 

公 告 
 

下記の委託業務について、プロポーザル方式により事業者を募集するため、公告する。 
 

令和８年４月２４日 

御所市長 山田 秀士    
 

１．業務の概要 

（１）事業名 

  御所市要介護認定調査支援システム構築業務（以下、「本業務」という。） 

（２）業務内容 

  別紙「御所市要介護認定調査支援システム構築業務委託仕様書」のとおりとする。 

（３）契約期間 

  契約の日から令和９年３月３１日まで 

（４）提案上限額 

  ５，７５８，５００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

   【導入業務】  ４，５７０，５００円 

   【運用管理】  １，１８８，０００円 

  ※ この金額は契約時の予定価格ではなく、企画提案内容の規模を示すためのもの

である。 

 

２．参加資格要件 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当して

いないこと。 

（２）御所市物品購入及び業務委託等の契約に係る入札参加資格停止措置要綱（平成２

１年告示第１２４号）による入札参加資格停止の措置を受けていないこと。 

（３）御所市物品購入及び業務委託等に係る競争入札等の参加資格等に関する要綱（平

成２３年告示第１３４号）第２条に定める「令和８・９年度御所市業務委託等競争

入札等参加資格者名簿」の業種区分「情報処理」の営業種目「ソフトウエア・シス

テム」に登録されていること。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始

の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再

生手続開始の申立てがなされている者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の

申立て又は民事再生法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であっ

て、更生計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除く。）

でないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団、同法同条第６号に規定する暴力団員若しくは暴力団準

構成員、同法同条第１号に規定する暴力的不法行為等を行うおそれがある者又は暴

力団若しくは暴力団員に対し、資金、武器等の供給を行う等暴力団の維持若しくは

運営に協力し、若しくは関与する者、暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有す



る者でないこと。 

（６）労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）及び雇用保険法（昭和４９年

法律第１１６号）の規定により当該保険に加入が義務づけられている者については、

これに加入していること。 

（７）国税及び地方税の滞納がない者。 

（８）個人情報等の機密情報の取り扱いに係る社内規定を整備し、その実質的な運用が

行われていること。 

（９）委託業務について、仕様内容を満たす十分な業務遂行能力を有し、適正な執行体

制を有すること及び本市の指示に柔軟に対応できること。 

（１０）下記の認証を取得していること。 

① 品質マネジメントシステム「ISO9001」 

   ② プライバシーマーク 

   ③ 情報セキュリティマネジメントシステム「ISO/IEC27001」及び「ISMS」 

 

３．選定方法 

 本事業に係る事業者の選定は、本市職員で構成する「御所市介護認定調査票作成支援

システム導入業務委託事業者選定部会」（以下、「部会」という。）において、参加申込

書ほか提出書類を基に１次審査を行い、企画提案者を決定する。 

 その後、企画提案書ほか提出書類及びヒアリングの内容をもって２次審査を実施し、

最も優れた企画提案を行った者を優先交渉事業者として選定する。 

 

４．参加に係る資料及び様式集の配付 

（１）配付方法 

  御所市ホームページよりダウンロード 

（２）配付期間 

  令和８年４月２４日（金）から令和８年５月２７日（水）まで 

 

５．参加申込書等の提出 

（１）提出期間 

  令和８年４月２４日（金）から令和８年５月 ８日（金）まで 

  （但し、土曜・日曜・祝日を除く、午前９時から午後５時まで） 

（２）提出方法 

  持参または郵送とする。但し、郵送の場合は、期間内必着のため、到達の記録が分

かる方法（簡易書留等）での郵送とすること。 

 

６．担当・提出先 

 〒639-2298 奈良県御所市１番地の３ 御所市役所 健康福祉部 介護保険課内 

 御所市要介護認定調査支援システム構築業務委託事業者選定部会 

 電話：０７４５－４４－３４９２(直通) 

 電子メール：kaigo@city.gose.nara.jp 


